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1. はじめに

1.1. PFF プログラムの開発

教育⾰新センター（CITL: Center for Innovative Teaching and Learning）では，博⼠後期
課程の学⽣を対象に⼤学で教える教授能⼒を養成する研修プログラムとして，PFFP プログ
ラム（Preparing Future Faculty and Professionals Program）の準備を進めている。本プログ
ラムは，東京科学⼤学の第４期中期計画における達成⽬標⽔準（「次代を担う教育者・研究
者として博⼠後期課程学⽣を遇し，⾃律した⾼度な科学技術⼈材として活動できる能⼒を⾼
める」）に掲げる評価指標（「第４期中に，ティーチングアシスタントとなる博⼠後期課程学
⽣全員が受講する研修制度を構築し，研修を開始する」）に対応するもので，本センターで
は TA 業務に従事する⼤学院⽣を対象とした研修プログラムを 2024 年度から実施している。 

⽇本国内の PFF プログラムは，（1）⼤学教員を志望する⼤学院⽣を対象とした「⼤学教
員養成プログラム」であり，ファカルティ・ディベロップメント活動の⼀部として企画・
実施されるものと（2）⼤学教育の改善のために，教育補助者である TA のスキルを向上さ
せる訓練を⾏い，TA 制度の実質化を⽬指すものという２つのルートがある（東北⼤学⾼
度教養教育・学⽣⽀援機構⼤学教育⽀援センター，2015; 今野，2016; 加藤・⾨松・浅⼭
ほか，2025）。 

⼀⽅，アメリカの研究⼤学院では，短期的で場当たり的な TA 開発から，⻑期的に⼤学
院⽣を「将来の⼤学教員（PFF）」として養成するプログラムへと変化していった（吉良，
2008）。また，Nyquist＆Woodford（2000）が，ピュー財団（Pew Charitable Trusts）から
の⽀援を受けて，博⼠号取得者の雇⽤先である企業・⾏政機関・⾮営利団体等に所属する
365名に対してインタビュー調査を実施し，企業等が博⼠号取得者に対して部下を指導す
るための説明⼒やコミュニケーション能⼒などの「⼀般的な教育能⼒（general teaching 
skills）」を求めていることを明らかにした。 
このような社会からの博⼠後期課程教育への懸念，ならびに改善要求を受けて，PFF プ

ログラムは⼤学で教えるための教育⼒に限定せず，メンタリング，コーチング，チームワー
ク，リーダーシップ，マネジメント等の広範囲な教育能⼒を⾝につける内容へと修正され
てきた。さらに，その対象も博⼠後期⼤学院⽣だけでなく専⾨職⼤学院の学⽣にまで拡⼤
され，将来の専⾨職準備（PFP: Preparing Future Professionals）を開設する流れも⾒られ
るようになった（吉良，2014）。 
旧東京⼯業⼤学（現東京科学⼤学）では，2022 年（R4）度の博⼠後期課程修了⽣ 324
名中，⼤学ならびに企業に就職した修了⽣は 167 名（51.5％）であり，就職先としては企
業・公務他が 97 名（58％）と最も多く，国内外の⼤学 41名（25％）と研究機関が 29 名
（17％）への就職は合わせて 42％であった。また，希望の職に就けず就職準備中と回答し
た修了⽣は 71名（21.9％）であった（東京⼯業⼤学，2023；加藤，2024）。 
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本学に限らず，理⼯系分野の博⼠後期課程修了者は，優れた能⼒を持ち学位を取得しな
がらも，必ずしも希望どおりの職種につけない場合も⽣じており，⼤学院においてガイダ
ンスを含めたキャリア教育の充実，ならびに TA から⼤学教員へ円滑に移⾏できるキャリ
アパスの確⽴が求められている（加藤，2024）。これに加えて，企業が博⼠号取得者に求
める「⼀般的な教育能⼒」を⼤学院在学中から養成するための PFP プログラムの開設も時
代の変化に対応したものと考えられる。 
そこで，東京科学⼤学では，博⼠課程の学⽣を対象に⼀般的な教育能⼒を⾼め，さらに

⼤学で教える教授能⼒を養成するための PFFP プログラムを計画中である。 
その試⾏期間である 2024 年 10⽉には，TA 業務を初めて担当する⼤学院⽣向けに「TA
⼊⾨」を企画し，講義と⼩グループに分かれてのグループワークを中⼼とした研修を実施
した。さらに，2025 年２⽉には「TA 研修（中級）」として外部講師を招聘して，「研究者
に必要な伝える⼒」と題してコミュニケーション能⼒を養成する研修会を実施して，「⼀般
的な教育能⼒」を含む研修内容の充実をはかった。 

また，先⾏して PFF を実施する国内外の主要⼤学へのアンケート・インタビュー調査，
ならびに訪問調査で得られた情報を参考に，⼤学院⽣が「⼀般的な教育能⼒」から「⼤学
で専⾨領域の講義を担当できる教授スキル」まで習得できる段階的な PFFP プログラムを
充実させていく予定である。 

 

1.2. 2024 年度 PFF プロジェクトチーム活動概要 

以下，2024 年度の活動の概要を⽰す。 
  

国内⼤学の PFF 調査 
アンケート調査では，先⾏して PFF プログラムを実施する国内 20 ⼤学に，実施内容・

学内他制度との連携・修了認定・運営上の課題を問うアンケートを送付し，17⼤学から回
答を得た。続いて，プログラム担当教員からの聞き取り調査が可能であった 12 ⼤学を対象
にインタビューを依頼し，9⼤学から協⼒が得られた。 

アンケート調査の結果からは，PFF は⼤学院共通教育科⽬（正規科⽬）として開講さ
れ，TA 研修と連携して実施される場合が多いことが明らかになった。研修内容として
は，受講⽣に「模擬授業」の実施を求める⼤学が多く，教育実践⼒を養成する「コース・
デザイン」を中⼼にプログラムが構成されていた。また，PFF を継続的に運営するために
は，学内での認知度の向上，受講⽣の確保，PFF の担当者の確保が課題として認識されて
いた（加藤・⾨松・浅⼭ほか，2025）。 
インタビュー調査からは，⾃⼤学で時間をかけて開発した PFF プログラムを他⼤学にお

いても有効に活⽤してほしいと期待する声が聞かれた。また，PFF 担当者の交代や開講部
局・センターの組織改変等を経て，効率的なプログラム運営と効果検証の必要性も指摘さ
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れた。本学と同様に，新たに PFF プログラムを⽴ち上げる⼤学では，先⾏する⼤学との協
⼒関係を構築しつつ，⼤学の特性に応じた PFF プログラムを効率的に設計していくことが
求められると考えられる（⾨松・浅⼭・加藤ほか，2024）。 

 
国内⼤学の訪問調査 

アンケートならびにインタビューの協⼒を得た 9⼤学のうち，北海道⼤学と東京⼤学の
模擬授業の⾒学を⾏うことができた。また，2025 年３⽉には，愛媛⼤学，神⼾⼤学，広島
⼤学を訪問し，TA 研修に関わる⼤学教育センター関係者等と意⾒交換を⾏った。 

 
北海道⼤学（2024 年 11 ⽉ 19 ⽇） 

「⼤学教員養成講座（基礎編）」で実施された模擬授業を⾒学した。受講⽣はこの授業
で作成したシラバスを基に，その第 1回の授業におけるオリエンテーションを想定して，
授業の概要と授業計画・評価⽅法を説明する⽅式で実施された。その後，PFF 担当者（⼭
本堅⼀准教授・⽴花優特任講師）や他の受講⽣からフィードバックを受けていた。 

 
東京⼤学（2024 年 12 ⽉ 20 ⽇，オンライン） 
栗⽥佳代⼦教授が担当する「東京⼤学フューチャーファカルティプログラム（東⼤

FFP）」の模擬授業にオブザーバーとして参加した。⼩グループに分かれて，受講⽣は 6分
間で完結するミニ授業（マイクロティーチング）を実施していた。さらに，プログラム修
了⽣が務めるサポーターのファシリテーションのもとで，他の受講⽣とミニ授業の良かっ
た点や改善した⽅がよい点についてディスカッションを⾏っていた。 

 
愛媛⼤学（2025 年 3 ⽉ 24 ⽇） 

教育・学⽣⽀援機構教育企画室を訪問して，上⽉翔太講師と⾯談を⾏った。本学からは
国内⼤学に対して実施した PFF の調査結果と今後の PFF 実施計画について報告した。上
⽉講師から，具体的な PFF プログラムのデザイン，実施⽅法についても貴重な意⾒を伺う
ことができた。また，本学が実施したアンケートに関連して，上⽉講師から中規模⼤学で
の PFF 実施について質問があり，他⼤学の PFF の対応，持続可能な PFF プログラムの在
り⽅についても議論することができた。 

 
神⼾⼤学（2025 年 3 ⽉ 26 ⽇） 

⼤学教育推進機構⼤学教育研究センターを訪問し，横⼩路泰義教授（センター⻑）， 近
⽥政博教授 (副センター⻑)，葛城浩⼀准教授，⼤⼭牧⼦准教授と⾯談を⾏った。本学の⼤
学統合後のセンターのミッションと主要業務について説明を⾏った。近⽥教授と⼤⼭准教
授からは，PFF プログラムの具体的な実施内容，ならびに近隣の⼤学との連携による⼤学
教育インターンシップについて説明があった。 
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広島⼤学（2025 年 3 ⽉ 27 ⽇） 
教育学部⻑・⼤学院⼈間社会科学研究科丸⼭恭司教授と⾯談を⾏い，「⼤学教員養成講
座」の運営⽅法について説明を受けた。この講義は，博⼠課程前期２年次を対象とした専
⾨的教育科⽬であり，Hirodai TA 制度上の「TF（Teaching Fellow）」の資格取得要件とし
て位置付けられている。4 ⽇間の集中講義（２単位）を，複数の担当教員が⽇本語と英語
の２⾔語を併⽤して担当している。また，学内広報については，Hirodai TA 制度は⼤学院
⽣に対する教育プログラムという位置付けを明確にしており，丸⼭教授をはじめとする
PFF 担当教員が，専⾨部局に出向き，教育活動に従事するQTA（TF）候補者にはトレー
ニングの受講が必要であるという説明を⾏っている。本学の⾨松怜史特任専⾨員と浅⼭拓
哉特任助教からは，国内⼤学を対象に実施した PFF プログラムの調査結果を報告し，理⼯
学系分野に適したプログラムの企画・運営について丸⼭教授と意⾒交換を⾏うことができ
た。  

 
三⼤学教育センター勉強会（2024 年 11 ⽉ 13-14 ⽇） 
名古屋⼤学⾼等教育研究センター（CSHE：Center for the Studies of Higher 
Education），富⼭⼤学教育・学⽣⽀援機構，および東京科学⼤学教育⾰新センターの 3⼤
学が合同で教育センター勉強会を開催した。各⼤学の教育センター・機構が取り組んでい
る活動の報告および教育改善に向けた具体的な⽅策についての意⾒交換を⾏った。 
富⼭⼤学教育・学⽣⽀援機構松本馨准教授から教学 IRの実施体制や内容，システム構成

についての紹介があった。CSHEの加藤真紀教授，⽵永啓悟特任助教，東岡達也研究員か
らは，東海国⽴⼤学機構QTA・GSI トレーニングセンターが取り組んでいる PFFや⾼度
TA 制度について紹介された。本学からは，浅⼭特任助教と⾨松特任専⾨員が国内⼤学を
対象に実施した PFF の事例調査について報告した。 
 
PFF 海外視察 

（2025 年 1⽉ 14-17⽇＠Stanford Univ.，2025 年 1⽉ 28-30 ⽇＠Georgia Tech.） 
海外主要⼤学の PFF を調査するため，2025 年 1⽉ 14 ⽇から 17⽇にかけてスタンフォ

ード⼤学（Stanford University）の教授学習センター（CTL：Center for Teaching and 
Learning）を加藤由⾹⾥センター⻑が訪問し，同⼤学の TA トレーニング（⼤学院授業お
よび教授法研修プログラム）を視察した。特に，科学技術分野（STEM分野）における
TA トレーニングを中⼼に関係者と意⾒交換を⾏った。2025 年１⽉ 28 ⽇から 30 ⽇にかけ
ては，ジョージア⼯科⼤学（Georgia Institute of Technology）の教授学習センター
（CTL：Center for Teaching and Learning）と 21世紀⼤学センター（Center for 21st 
Century Universities）を加藤由⾹⾥センター⻑と⼭下幸彦副センター⻑が訪問し，TA ト
レーニングプログラムの視察と TA 養成に関わる TF らへのインタビューを実施した。 
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2. 国内⼤学の PFF 調査

2.1. 調査⽬的

東京科学⼤学において，⼤学院博⼠後期課程の学⽣を対象とした PFF を新たに⽴ち上げ
るにあたり，国内における先⾏事例を調査し，特に，理⼯系分野における PFF 開発の指針
を明らかにすることを本調査の⽬的とする。 

まず PFF の内容，学内他制度との連携，質保証制度，運営上の課題に関する基礎データ
を収集することを⽬的としてアンケート調査を実施した。次に，アンケート調査で情報が不
⾜していた背景知識や運営体制を明らかにすることを⽬的として，各⼤学のプログラム担当
教員へのインタビュー調査を実施した。 

2.2. アンケート調査 

2.2.1. 調査対象校の選定 

⾃⼤学で PFF を実施している国内⼤学を絞り込むため，国内⼤学 813 校（国⽴⼤学 86
校，公⽴⼤学 103 校，私⽴⼤学 624 校）のウェブサイトを対象に，「プレ FD」「Preparing 
Future Faculty」「⼤学教員準備講座」というキーワードを⽤いて，サイト内検索を実施した。 
その結果，230 ⼤学が該当した。これらの⼤学のうち，PFF と直接の関連が認められない

195 ⼤学，および他⼤学のプログラムを紹介するのみで PFF を⾃校実施していない 15 ⼤学
を除外し，最終的に 20 ⼤学（国⽴⼤学 14校，公⽴⼤学 1校，私⽴⼤学 5校）を調査対象
として選定した（⾨松・浅⼭・加藤ほか, 2024）。 

2.2.2. アンケート調査の⽅法 

アンケート調査の設問項⽬は，表 1 に⽰すとおり PFF の実施内容，研修内容，学内他制
度との連携，修了認定制度，運営上の課題に関する事項とした。調査対象の 20 ⼤学に対し，
調査フォーム（添付資料 1: pp. 41-43）を送付し，回答を依頼した。 
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表 1 アンケート調査項⽬ 

項⽬ 内容  項⽬ 内容 

実施 
内容 

Q1 開講時期 
Q2 受講⼈数 
Q3 受講対象者 
Q4 留学⽣割合 
Q5 ⼥⼦学⽣割合 
Q6 理⼯系学⽣割合 

 学内他
制度と
の連携 

Q9 FD との連携 
Q10 TA 養成との連携 
Q11-12 学内課程・コースとの連携 

 修了 
認定 
制度 

Q13 修了証発⾏  
Q14 修了証発⾏条件 
Q15 オープンバッジ利⽤の有無 

研修 
内容 

Q7 学習内容（15 選択肢から複数選択） 
Q8 評価が⾼い学習内容（3 選択程度） 

 
運営上
の課題 

Q16 PFF 運営上の課題 
Q17 回答者記名 
Q18 インタビュー受⼊の可否 
Q19 質問事項等 

Q１− Q16，Q18：選択式 Q17，Q19：⾃由記述式 

 

2.2.3. アンケート調査の結果 

アンケート調査の結果，17 ⼤学 18 事例から回答を得た。そのうち，広島⼤学の 1 事例
は，対象者を教育学部教育学プログラムのみに限定された事例であったため，調査対象から
除外した。さらに，結果の公表を希望しない 1 ⼤学を除いた，16 ⼤学（国⽴ 12 ⼤学，私⽴
4 ⼤学）の回答結果を表 2 および表 3に⽰す。なお，表 2 は，後述するインタビュー調査を
実施し，顕名での情報公開に応じた 8 ⼤学を，プログラム開始年度が古い順に並べている。 

アンケート調査の結果については，加藤・⾨松・浅⼭ほか（2025），および⾨松・浅⼭・
加藤ほか（2024）において既に報告済みではあるが，以下の点が明らかとなった。まず，プ
ログラムの対象者については，博⼠後期課程の学⽣に限定するものから，修⼠課程（博⼠前
期課程）の学⽣や PD，研究員も含めるものまで幅がみられた。また，プログラム構成とし
ては，模擬授業を教育訓練の場とみなし，その準備として授業設計・教授法・シラバス作成
を位置付けている点において共通の傾向が認められた。さらに，多くの⼤学で PFF を⼤学
院共通教育科⽬（正規科⽬）として開講し，TA 研修と連携して実施されていた。加えて，
PFF の継続的な運営に対する課題として，学内での認知度向上，受講⽣の確保，PFF 担当
者の確保が挙げられ，プログラム実施における共通の検討事項とされていることが確認され
た。 
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名古屋 東京 ⼤阪 広島 神⼾ 北海道 熊本 愛媛

⼤学教員準備講座
（認定プログラ
ム）

東京⼤学フュー
チャーファカル
ティプログラム

⼤学院等⾼度副プ
ログラム「未来の
⼤学教員養成プロ
グラム」

⼤学教員養成講座
（基礎）

⼤学教員準備講座
⼤学教員を⽬指す
君へ

⼤学教員養成講座
（基礎編）・⼤学
教員養成講座（発
展編）

教育改善スキル修
得 オンラインプロ
グラム

教授法⼊⾨―専⾨
分野の学識を教授
するために

2010 2013 2014 2016 2020 2022 2022 2023

教員 〇

PD 〇 〇 〇

博⼠ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

修⼠ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

⾼等教育論 〇 〇 〇 ● 〇 〇

⼤学⽣気質 ● 〇 〇

授業設計・ID 〇 ● ● ● ● 〇 ● ●

教授⽅法 ● ● ● ● ● 〇 〇

学習評価 〇 〇 〇 ● 〇 〇

シラバス作成 〇 〇 〇 〇 ● 〇 ● 〇

倫理 教育者倫理 〇 ● 〇

授業観察 〇 〇

模擬授業 ● ● ● 〇 ● ● ●

授業実践分析 〇 〇 〇 〇

リフレクション 〇 〇 〇 〇 ●

ポートフォリオ 〇 〇

⽂書作成法

話し⽅ 〇 ● 〇

メディア利活⽤ 〇 〇 〇

10 11 10 9 7 8 2 10

FD（Q9）

TA（Q10） 〇 〇       〇 ※2 〇 〇

他制度（Q11） 〇 〇       〇 ※2 〇 〇

3 1 3 1 1 2 1 1

4 2 6 2 なし 2 なし 1

集中講義 半期(年2回) 半期・集中講義 集中講義 集中講義 クォーター 半期 集中講義

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

検討中 検討中 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇

〇 〇

〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇

〇

〇

F F F F F F F F

30-49 50< 50< 50< 10-29 <10 <10 <10

10-29 10-29 10-29 10-29 30-49 10-29 <10 <10

<10 30-49 10-29 30-49 10-29 30-49 30-49 50-79

表２ アンケート回答 (インタビュー調査を実施した⼤学)

⼤学名

⼤学種別 国⽴⼤学

プログラム名

開始年度

対象
（Q3）

学習内容（Q7） ●はQ8で受講⽣から評価の⾼いと回答があった学習内容

⾼等教育

コース
デザイン

教育実践⼒

振り返り

アカデミック
スキルズ

修了書発⾏（Q13）

（学習内容 小計）

連携

科⽬数 ※1

単位数 ※1

開講形式 ※1

デジタルバッジ発⾏（Q15）

継続運営の課題（Q16）

受講者確保

担当者確保

効果検証

担当者負担軽減

回答者 (F：教員，S：職員)

予算確保

学内認知向上

学外認知向上

※2  回答⼤学から連絡を受け，本学で情報を確認し，修正した。そのため添付資料1の表3（p. 39）と相違が⽣じている。

※1  各⼤学のシラバス等から調査した。

受講⼈数（Q2）

留学⽣受講⽐率（Q4）

理⼯系受講⽐率（Q6）

アルムナイ

就職⽀援
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A B C D E F G H 合計

確認中 2020 2023 2020 確認中 2020 2012 2022

教員 〇 2

PD 〇 〇 5

博⼠ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 16

修⼠ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 13

⾼等教育論 〇 〇 〇 〇 〇 ● 〇 13

⼤学⽣気質 〇 ● 〇 〇 7

授業設計・ID 〇 ● 〇 ● ● 〇 〇 15

教授⽅法 〇 〇 〇 〇 ● ● ● 14

学習評価 ● 〇 〇 〇 ● 〇 12

シラバス作成 〇 〇 ● ● 〇 ● 14

倫理 教育者倫理 〇 〇 〇 6

授業観察 〇 〇 〇 〇 〇 7

模擬授業 〇 〇 ● ● 〇 ● 〇 14

授業実践分析 ● ● 〇 〇 8

リフレクション 〇 〇 〇 ● 9

ポートフォリオ 〇 〇 4

⽂書作成法 〇 1

話し⽅ 〇 4

メディア利活⽤ 〇 〇 5

5 14 10 12 7 7 8 3 133

FD（Q9） 〇 〇 〇 〇 〇 5

TA（Q10） 〇 〇 〇 〇       9 ※2

他制度（Q11） 〇 〇       7 ※2

確認中 1 2 1 1 1 1 1

確認中 1 2 2 1 2 2 なし

確認中 集中講義(年2回) 集中講義 クォーター(年2回)
集中講義(年2回) 半期(8コマ) 半期(年2回) 半期・集中講義 通年

検討中 〇 〇 〇 〇 〇 13

検討中 検討中 〇 2

〇 〇 〇 〇 10

〇 〇 〇 〇 〇 8

〇 〇 〇 3

〇 〇 〇 5

2

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 15

1

〇 2

〇 2

F F S F S S S S

30-49 <10 10-29 <10 <10 <10 10-29 <10

10-29 <10 <10 30-49 <10 10-29 50-79 <10

<10 30-49 30-49 50-79 80< 80< <10 <10

表３ アンケート回答 (インタビュー調査を実施していない⼤学)

⼤学名

⼤学種別 国⽴⼤学 私⽴⼤学

プログラム名

開始年度

対象
（Q3）

学習内容（Q7） ●はQ8で受講⽣から評価の⾼いと回答があった学習内容

⾼等教育

コース
デザイン

教育実践⼒

振り返り

アカデミック
スキルズ

修了書発⾏（Q13）

（学習内容 小計）

連携

科⽬数 ※1

単位数 ※1

開講形式 ※1

デジタルバッジ発⾏（Q15）

継続運営の課題（Q16）

受講者確保

担当者確保

効果検証

担当者負担軽減

回答者 (F：教員，S：職員)

予算確保

学内認知向上

学外認知向上

※2  回答⼤学から連絡を受け，本学で情報を確認し，修正した。そのため添付資料1の表3（p. 39）と相違が⽣じている。

※1 各⼤学のシラバス等から調査した。

受講⼈数（Q2）

留学⽣受講⽐率（Q4）

理⼯系受講⽐率（Q6）

アルムナイ

就職⽀援
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2.3. インタビュー調査 

2.3.1. インタビュー調査の⽅法 

アンケート回答校の中からプログラム担当教員へ直接インタビューが可能であった 12 ⼤
学を対象に，オンライン会議ツール（Zoom）によるインタビューを依頼し，名古屋⼤学・
東京⼤学・⼤阪⼤学・広島⼤学・神⼾⼤学・北海道⼤学・愛媛⼤学・熊本⼤学・ほか 1 ⼤学
から協⼒が得られた。 

 

2.3.2. インタビュー調査の結果 

インタビュー内容のうち，アンケートで明らかとなった，(1) プログラム構成，(2) 修了
認定，(3) TA 制度との連携，(4) 運営上の課題の背景知識や詳細に加え，(5) 外部連携につ
いて顕名での情報公開に応じた 8 ⼤学についてまとめる。 

 
(1) プログラム構成 

アンケート調査の結果で述べた通り，他⼤学における PFF では，模擬授業を教育訓練の
場とみなし，その準備として授業設計・教授法・シラバス作成を位置付けている点において，
共通の傾向が認められた。これは，他⼤学において受講⽣が多い⼈⽂社会系や看護栄養分野
において，教員公募時にシラバスや模擬授業が求められる割合が⾼いこと（加藤, 2023）に
起因し，PFF にアカデミアへの就職対策を求める傾向があるためと考えられる（⾨松・浅
⼭・加藤ほか, 2024）。インタビュー調査においても，愛媛⼤学では受講⽣が将来担当する
可能性のある授業を想定した授業設計を求めており，⼤阪⼤学では公募書類の書き⽅をプ
ログラムに組み込んでいた。また，神⼾⼤学では⼤学教育研究センターが博⼠⽀援推進室と
連携し，⼤学教員としてのキャリア形成⽅法をプログラムに組み込んでいた。 

開講形式について，インタビュー調査を実施した⼤学のうち広島⼤学・神⼾⼤学・北海道
⼤学は対⾯で開講しており，その他５⼤学はオンライン授業を取り⼊れていた。そのうち熊
本⼤学・愛媛⼤学は授業設計などをオンライン授業やオンデマンド教材で学習し，模擬授業
などの対⾯での実施効果が⾼い内容は対⾯で⾏っている。東京⼤学は模擬授業も含めてオン
ライン（⼀部ハイフレックス）で開講している。名古屋⼤学・⼤阪⼤学では，同⼀内容の科
⽬を対⾯形式ならびにオンライン形式・ハイフレックス形式で年に複数回提供している。オ
ンライン開講を実施する主な理由としては，受講⽣の負担軽減やプログラムの柔軟性が挙げ
られた。 
模擬授業に関しては，⾨松・浅⼭・加藤ほか（2024）で報告済みではあるが，多くのプロ

グラムが⼊⾨科⽬のシラバスを作成し，その中から 1回分の授業設計を⾏い，さらにその⼀
部を教授する形式を採⽤していた。⼀⽅で，東京⼤学や広島⼤学では，受講⽣が専⾨とする
分野について，短時間で初学者向けに教授する形式であった。共通して，授業時間は 6〜15
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分程度の短時間に設定されており，フィードバックはルーブリックを活⽤した相互評価や，
ファシリテーター・教員によるピアレビューにより実施された。模擬授業の回数は 1 回の
みが主流であったが，東京⼤学のようにフィードバックを受けて授業改善を⾏い，複数回実
施する事例や，⼤阪⼤学のように 90分の授業実践を課す科⽬を設けている事例もみられた。
また，多くの⼤学で，プログラム修了⽣を PFF の TA やファシリテーターとして活⽤して
いた。 

 
(2) 修了認定 

8 ⼤学のうち，神⼾⼤学と熊本⼤学を除く 6 ⼤学が正規科⽬として単位認定を⾏ってお
り，神⼾⼤学も単位認定に向けた準備を進めていた。単位認定を⾏う⼤学では，⼤学院共通
教育科⽬として 1 科⽬ 1〜2単位で開講していたが，北海道⼤学・⼤阪⼤学・名古屋⼤学の
ように内容やレベルが異なる複数の科⽬を設置する事例もあった。特に，名古屋⼤学では，
当初 1 科⽬ 2単位で開講していたが，2023年度から 3科⽬ 4単位に拡充した。正規科⽬化
の効果として，愛媛⼤学のように受講⽣が⼤幅に増加した事例が確認された。 

 
(3) TA 制度との連携 

アンケート調査の結果で述べた通り，多くの⼤学において PFF が上位 TA 制度と連携し
ていた。名古屋⼤学や⼤阪⼤学では，PFF が GSI（Graduate Student Instructor）や TF等
の上級 TA 研修の代替とされていた。また，広島⼤学のように，上級 TA の資格要件として
PFF の受講を課す事例もあった。 

 
(4) 運営上の課題 

アンケート調査では，学内での認知度向上，受講⽣の確保，PFF 担当者の確保が主な課題
として挙げられた。受講⽣募集の⼿法としては，チラシやポスターを⽤いた直接的な広報に
加え，研究活動や論⽂執筆を重視する研究科においては，研究室や指導教員の理解・協⼒を
得ることが受講⽣募集の課題となっていることから，研究科教員への広報を重視する⼤学も
あった。また，広島⼤学のように PFF が上級 TA 研修の代替や資格要件となる⼤学におい
ては，上級 TA を雇⽤する教員への周知を強化していた。プログラムの運営体制としては，
教育センター等の教員を中⼼とした 1〜4名の⼩規模な運営が主流であった。 

 
(5) 外部連携 
外部連携として，熊本⼤学では，教育関係共同利⽤拠点として他⼤学に有償でプログラム

を公開する取り組みがみられた。また，愛媛⼤学では四国地⽅の FD・SD ネットワークで
あ る四国地区⼤ 学 教職員 開 発ネッ トワーク（ SPOD: Shikoku Professional and 
Organizational Development Network in Higher Education）の加盟校の学⽣にも PFF プロ
グラムの受講を認めていた。神⼾⼤学では⼤学教員インターンシップを実施し，協定を結ん
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だ近隣私⽴⼤学での職業体験の機会を提供していた。東京⼤学や⼤阪⼤学ではアルムナイネ
ットワークを構築し，修了⽣間の情報交換や交流を促進する取り組みが⾏われていた。また，
インタビューでは，⾃⼤学が開発したプログラムを他⼤学で活⽤することや，⼤学間の積極
的な情報交換を求める声も聞かれた（⾨松・浅⼭・加藤ほか，2024）。 

 
次ページより，インタビュー調査の結果について，プロジェクトメンバーが要約したイン

タビュー内容を⼤学ごとにまとめる。なお，インタビュー結果は，プログラム開始年度が古
い順に掲載している。 
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2.3.2.1. 名古屋⼤学 

名古屋⼤学では，⾼等教育研究センターと東海国⽴⼤学機構 QTA・GSI トレーニングセ
ンターが共同で，プレ FDプログラム「⼤学教員準備講座（認定プログラム）」を提供してい
る。 
【開設理由】プログラムは，アメリカやヨーロッパのプログラムを参考にして開発され，2010
年に名古屋⼤学の教員を中⼼として出版した「⼤学教員準備講座（⽟川⼤学出版）」を活⽤
している。2023年度からプログラム内容を改訂し，これまでの 1 科⽬ 2単位から 3科⽬ 4
単位へと拡充した。 
【受講者募集】プログラムはチラシや⼝コミ等により広報を⾏っている。 
【担当者】プログラムは，⾼等教育研究センターおよび東海国⽴⼤学機構 QTA・GSI トレ
ーニングセンターの教員４名を中⼼として運営している。 
【開講形式】⼤学教員の役割や研究室のマネジメントなど幅広い内容をカバーする「⼤学教
員論（2単位）」，授業設計と実践を中⼼に，具体的なシラバス作成スキルを習得する「⼤学
授業の設計と実践（1単位）」，⾃⾝の授業を科学的に分析・改善するための⽅法を学ぶ「⼤
学授業の開発と改善（1単位）」を開講している。プログラムは集中講義形式で実施されてお
り，事前学習としてオンデマンド教材を⽤意している。⼤学教員論はオンライン参加も可能
であるが，ワークが中⼼のため対⾯参加を推奨している。⼤学授業の設計と実践は，開講時
期によって，対⾯とオンラインのどちらかで学べる。全体を通して，⼤学教員として必要な
知識とスキルを体系的に学べる構成となっている。3科⽬合計で年約 30〜49 名の受講⽣が
参加している。基本的には⽇本語で授業が⾏われるが，留学⽣も参加するため⼀部では英語
対応も検討されている。 
【模擬授業】模擬授業は，⼊⾨講義を想定し，授業設計を⾏う。対⾯で 10分程度の授業を
⾏い，受講⽣同⼠のピアレビューや教員からのフィードバックを⾏っている。評価はルーブ
リックを⽤いて⾏っており，授業の構成や伝達能⼒，受講⽣の理解度を評価基準としている。
受講⽣同⼠のフィードバックが重視され，異なる分野の学⽣間での意⾒交換を通じて多⾓
的な視点を養うことが⽬指されている。 
【単位・修了認定】講義は単位科⽬として開講している。各科⽬で合格⽔準に達した履修⽣
には修了証が授与され，3科⽬を修了した場合に特別な修了証が授与される。 
【プログラム評価】プログラム終了後には，受講⽣アンケートによりプログラム評価を実施
している。 
【修了者⽀援】受講⽣同⼠のつながりとして，⾃主的な LINE交換等の繋がりを促している。
また，センター窓⼝も常に開き，相談を受け付けている。 
【外部連携】「⼤学授業の設計と実践（１単位）」は，GSI の研修としても設定されている。 
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2.3.2.2. 東京⼤学 

東京⼤学では，⼤学総合教育研究センターが「東京⼤学フューチャーファカルティプログ
ラム」（以下，東⼤ FFP）を実施している。 
【開設理由】東京⼤学中期的ビジョン「東京⼤学の⾏動シナリオ FOREST2015」（平成 23
年度改訂版）に「教員の職能開発（FD）の実施⽅針の策定と効果的な推進」と明記されて
おり，それを受けて東⼤ FFP が設計された（東京⼤学，2023）。設計にあたっては，国⽴教
育政策研究所が作成した新任教員研修プログラムの枠組みが参考にされた。 
【受講⽣】修⼠課程以上の学⽣に限らず，ポストドクター・研究員・教職員の受講が可能で
あり，受講⽣全体の約 2 割を占める。また，学外からのオブザーバー参加も受け⼊れてい
る。他⼤学と⽐較して年間の修了⽣数が突出して多く，年間 100名前後で推移している（栗
⽥，2015；東京⼤学，2023）。受講⽣の専⾨分野についてはさまざまであるが，⽂学（⼈⽂
学研究科）・学際（総合⽂化研究科）・教育学（教育学研究科）・医学（医学系研究科）が多
い。留学⽣の受講⽣も全体の 2 割ほどあるが，2022 年度から東⼤ FFP の英語版にあたる
「The University of Tokyo Global Future Faculty Development Program（UTokyo Global 
FFDP）」を開講したため，わずかに減少している。東⼤ FFP の受講動機としては，単位の
取得よりも教育⼒の修得のほうが多い。応募時にどこで東⼤ FFP を知ったかを尋ねたアン
ケートによると 3割は修了⽣からの紹介である。1割は教員からの紹介，6割は広報による
ものである。受講の応募は定員の 1.4倍程度あるため選考がある。選考にあたっては⽇本学
術振興会の特別研究員採⽤者および採⽤経験者を優先している。 
広報活動として⼤学各所や⼤学最寄り駅でのポスターの掲⽰や，各部局でのメーリングリス
トによる拡散の依頼などを⾏っている。⼤学最寄り駅でのポスター掲⽰がもっとも宣伝効果
が⼤きいという。 
【担当者】プログラムの運営は⼤学総合教育研究センターの教員 1 名を中⼼に⾏っている。
他にグループワークのグループ分けや提出物の予備採点を⾏う教員 1〜2 名，運営補助を⾏
う職員 1名がいる。 
【開講形式】半期（年 2回），全 8 ⽇（各⽇ 2コマ，概ね隔週の開催で計 16 コマ）の構成
である。半期ごとに同⼀の内容の 2 講座（各講座の定員は 25名）が展開される。2020 年
度前期からはオンライン（⼀部ハイブリッド）で⾏われている。東⼤ FFP の特徴として，
アクティブラーニングの実践の機会が多く設けられていること，および SAP チャート（SAP
は Structured Academic Portfolio）の作成がある。SAP チャートの作成は東⼤ FFP の最終
回に⾏う。作成を通じて東⼤ FFP で学んだことと受講⽣⾃⾝の研究活動とを統合し将来の
キャリアパスを展望する。 
【模擬授業】模擬授業は 2 回実施する。受講⽣は⾃⾝の専⾨分野におけるひとつのトピッ
クについて 6分間で完結するミニ授業（マイクロティーチング）を準備する。模擬授業中に
アクティブラーニングを盛り込むという条件がある。1 回⽬は受講⽣ 4 名程度と東⼤ FFP
修了⽣が務めるファシリテーター2名からなる⼩グループ内で模擬授業を⾏う。模擬授業の
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評価はファシリテーターからのコメント，他の受講⽣からのフィードバックシート，グルー
プ内でのディスカッションにより⾏う。2 回⽬は 1 回⽬よりも⼈数の多いグループで⾏い，
初めて⾒る⼈，2回⾒る⼈双⽅による多⾓的なフィードバックをもらう。 
【単位・修了認定】学⽣に対しては⼤学院共通授業科⽬「⼤学教育開発論」として開講され
ており，2単位が認定される。また，プログラムの修了を認定条件として，履修証（修了証）
を発⾏している。 
【プログラム評価】毎期の修了時にアンケートを⾏っている。また，プログラム 10 周年の
際に修了⽣フォローアップ調査を実施した（東京⼤学，2023）。効果検証の結果として，発
展的なコンテンツの開発を計画している。 
【修了者⽀援】修了⽣のネットワークがあり，⾮常勤講師のポストの紹介や東⼤ FFP のフ
ァシリテーターの依頼などを⾏っている。また，修了⽣同⼠でのポストの紹介やワークショ
ップの開催告知などが続けられている。 
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2.3.2.3. ⼤阪⼤学 

⼤阪⼤学では，全学教育推進機構が「未来の⼤学教員養成プログラム」(Future Faculty 
Program，以下 FFP)を実施している。FFP は「⼤学授業開発論Ⅰ」「⼤学授業開発論Ⅱ」「⼤
学授業開発論Ⅲ」（以下それぞれ FFP1，FFP2，FFP3）の 3科⽬から構成される。同⼤学で
は，学際融合教育の⼀環として，複眼的・俯瞰的な視点を効果的に⾝に付けるために，異分
野の学問を体系的に学べる「⼤学院等⾼度副プログラム」が実施されており，FFP はそのひ
とつとして位置付けられている。 
【受講者】広報活動に関して，⼤学院等⾼度副プログラムのイベントで広報を⾏っている。
また，リーフレットやポスターを作成し，各部局に配布・掲⽰を依頼している。リーフレッ
トは，FD研修プログラムの案内冊⼦と同時に配布したり，新⼊⽣オリエンテーションの案
内書類に含めたりなどでも配布を進めている。年間の受講者数は FFP1 が 40 名，FFP2・
FFP3がそれぞれ 15名前後で推移している。受講⽣は⼈⽂学系（主として⼈⽂学研究科（2022
年 4⽉に⽂学研究科・⾔語⽂化研究科を統合して新設））と看護系（医学系研究科）の学⽣
が多い。⼈⽂学系についてはアカデミックポストへの就職が難しいこと，看護系については
看護系⼤学院が相次いで新設され，⼤学教員を⽬指す学⽣が多いことがその理由であると
のことであった。どちらもアカデミックポストへの就職に対する関⼼が⾼いことが根底に
あると思われる。⼀⽅で，理⼯学系の受講⽣はほとんどいないという。その理由として，FFP
の認知度が低いこと，ならびに理⼯学系の助教は学部の授業を担当することが少なく，⼤学
院⽣が考える⾝近なキャリアパスの中に授業を⾏うイメージをもつのが難しいことが挙げ
られた。 
【担当者】プログラムの運営は，全学教育推進機構教育学習⽀援部の教員 3 名とスチューデ
ント・ライフサイクルサポートセンターの教員 1名によって⾏われている。また，以前 FFP
を担当し現在は転出された教員を招聘し，授業の⼀部の担当や助⾔をいただいている。 
【開講形式】FFP1 は 3⽇間の集中講義で年 2回（対⾯・オンライン各 1回），FFP2 は 1回
2〜3 コマ数回と授業実践からなる半期の授業で年 2 回，FFP3 は 3 ⽇間の集中講義で年 1
回の開催である。履修条件に関して，FFP2・FFP3については FFP1 の修了が必要である。
また，FFP2 については，以下に述べる授業実践の機会を⾃ら確保できることが求められる。 
プログラムの内容について，FFP1 では，授業デザインや基本的な教育技法に関わる知識と
スキルを習得する。シラバス作成やマイクロティーチング（10分）などを含み，FFP にお
ける基礎科⽬に位置付けられている。FFP2 は， 学内外における 90 分 1 コマの授業の実
施，受講⽣同⼠での授業観察などを⾏う実践科⽬である。FFP3は，SoTL（Scholarship of 
Teaching and Learning，教授学習の学識）の考え⽅に基づく教育実践研究の計画や教育・研
究・社会貢献の抱負の作成などを通じて，⼤学での教授に関する知識と実践の統合を学ぶ
（⼤阪⼤学，2025）。内容は 2014 年の FFP 開始から⼤きな変更は⾏われていないが，⼤学
教育の動向に応じて，関連するテーマ（ブレンデッド授業，⽣成 AI など）を⾖知識的に盛
り込むことがある。 
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⼤学院⽣が授業を⾏う機会がほとんどないこともあり，授業設計・教授法・模擬授業といっ
た授業実施に関わる内容が，受講⽣に強い印象とともに受け⼊れられているという。また
FFP1 で実施している公募書類の書き⽅について⾼い評価を得ている。 
外部リソースの利⽤に関して，教材の⼀部として，FFP の担当教員が関⻄地区 FD連絡協議
会で作成したオンデマンド教材を予習・復習教材として提供している。特に，FFP2 の受講
⽣が FFP1 の学習内容を復習する際に利⽤されている。FFP3では，FFP の修了⽣に，修了
後の就職活動・教育活動・研究活動の紹介やワークショップの開催をしてもらっている。 
【模擬授業】FFP1 の模擬授業は，5 ⼈程度の⼩グループで⾏われる。ルーブリックの作り
⽅について講義した後，グループでルーブリックを作成する。作成したルーブリックを⽤い
て模擬授業の評価を⾏う。 
【単位・修了認定】FFP の各科⽬を修了するごとに２単位が認定され，FFP オリジナルの
修了証が発⾏される。さらに，３科⽬すべて修了すると⼤阪⼤学総⻑名⼊りの⼤学院⾼度副
プログラムの修了証が発⾏される。修了証は就職活動等において学んだ内容のアピールのた
めの参考資料に利⽤できる。 
【プログラム評価】全学で⾏われている授業アンケートと別途に独⾃のアンケートを FFP1・
FFP2・FFP3の各授業の終わりに実施している。アンケートの結果をプログラムの改善に役
⽴てている。 
【修了者⽀援】FFP1 で実施している公募書類の書き⽅に関連して，プログラム終了後も，
希望者にはアフターフォローとして公募書類の添削を⾏っている。 
FFP のすべてのプログラムを修了した受講⽣を対象に「アルムナイアカデミー」というコミ
ュニティを設置している。修了⽣有志により「⼤阪⼤学若⼿ FD研究会」が⽴ち上げられ，
SoTLや教育実践に関する発表会などが開催されているとのことである。 
【外部連携】TF の資格要件に TF 講習会の受講があるが，FFP1 の修了をもって TF 講習会
の受講が免除される。また，⼤阪⼤学では新しく採⽤された教員は，教員や研究に関する研
修プログラムを 30時間以上受講することが必須となっている。FFP の修了⽣が⼤阪⼤学の
教員に採⽤された場合，その⼀部に代⽤できる。 
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2.3.2.4. 広島⼤学 

広島⼤学では，1999年「アカデミック・キャリアゼミにおけるプレ FDの単位化」，2008
年「プラクティカム（⼤学における教育実習）の単位化」，2016 年「TA の資格化や単位化」
等を経て，現在ではプレ FDプログラムとして，⼤学院⼈間社会科学研究科教育学プログラ
ムが開講する専攻プログラム「教職課程担当教員養成プログラム（教職 P）」と，教育学習⽀
援センターが開講する TA 制度と連携した「⼤学教員養成講座（基礎）」を実施している。
ここでは，後者についてまとめる。 
【開設理由】担当教員が 1990 年代にアメリカ留学で経験した TA 制度を，広島⼤学におい
ても作りたいと考えたことがきっかけとなりプログラムを開始した。⼤学教員養成講座（基
礎）は，広島⼤学において実施している３段階の TA 制度（PTA→QTA→TF）における TF
の資格要件となっている。 
【受講者募集】TA 制度と連携しているため，新任教員研修で説明したり，各部局へ周知し
たりするなど，TA を雇⽤する教員側への広報を主に⾏っている。 
【担当者】プログラム運営は，６名の教員を中⼼に⾏っている。 
【開講形式】プログラムは，３コマ×４⽇の集中講義を対⾯授業により開講している。⽇英
両⾔語で同内容を開講している。内容は，カリキュラム論・教授法・⼤学教育論・オンライ
ン教育や著作権・授業評価・ベストティーチャーによる講義など多岐にわたる。講義⽋席者
は動画配信によりフォローしている。 
【模擬授業】模擬授業は，事前課題として，受講⽣の専⾨分野について教案を書き，マイク
ロティーチングを実施する。7 分間の授業を⾏い，教員からフィードバックを⾏う。元々は
教養の授業を想定して授業設計を求めていたがうまくいかず，現在では，受講者の専⾨分野
の導⼊部分を想定した授業設計を求めている。 
【単位・修了認定】⼤学教員養成講座は２単位科⽬として開講している。⼤学教員養成講座
（基礎）の単位を取得し，TF としての授業経験をティーチング・ポートフォリオとしてま
とめ，授業担当教員による評価を⾏い，審査に合格すると学⻑名の認定証が発⾏される。受
講⽣が⼤学教員準備の課程として TF を担い，その課程を修了したことを広島⼤学として担
保することで，受講⽣のキャリア形成に活⽤できるエビデンスとして活⽤することを⽬的
としている。 
【修了者⽀援】修了者⽀援として，QTA や TF として働きたい学⽣と，授業のサポートを
依頼したい教員とのマッチングの機会を提供する「Hirodai TA マッチングプラットフォー
ム」を提供している。 
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2.3.2.5. 神⼾⼤学 

神⼾⼤学では，⼤学院博⼠⽀援推進室が主催，⼤学教育研究センターが共催する形で，プ
レ FDプログラム「⼤学教員準備講座 ⼤学教員を⽬指す君へ」を提供している。 
【開設理由】⼤学院設置基準の⼀部改正により，すべての⼤学院においてプレ FDの実施ま
たは情報提供が努⼒義務化されたことをきっかけとして，2020 年度よりプログラムを開始
した。プログラム設計にあたっては，国内⼤学の先⾏プログラムを調査した。 
【受講者募集】広報は，⼤学院⽣向けの同報メールおよび⼤学院博⼠⽀援推進室のホームペ
ージにより実施している。 
【担当者】2024 年度のプログラム運営は，⼤学院博⼠⽀援推進室の教員１名と⼤学教育研
究センターの教員３名を中⼼に⾏っている。 
【開講形式】プログラムは，２⽇間の集中講義を対⾯授業により実施している。模擬授業の
準備時間を確保するため，開講⽇は 1 ⽇空けている。カリキュラムは，授業設計・教授法・
学習評価・シラバス作成・模擬授業といったプレ FDの標準的な内容に加え，受講⽣が⼤学
教員という職業を具体的に理解し，職業の特性や求められるスキル，キャリア形成の⽅法に
ついて考察できるように，キャリア教育の内容を⼊れている。プログラムは⽇本語で実施し
ており，英語プログラムの開講は⾏っていない。しかし，留学⽣の割合が⾼く，約半数を占
める。2023年度は 24名が受講し，その中で 13 名が留学⽣であった。留学⽣の多さは，就
職意識の⾼さやアカデミアへの強い関⼼を反映していると考えられる。 
【模擬授業】模擬授業は，受講⽣が専⾨とする分野の⼊⾨科⽬の冒頭部分を想定して，授業
設計を⾏う。10 分間の授業を⾏い，教員・ファシリテーター・他参加者からフィードバッ
クを⾏う。 
【単位・修了認定】全プログラムの修了を認定基準として，修了証を発⾏している。現在，
⼤学院の正規カリキュラムには含まれておらず，単位認定も⾏っていないが，2026 年度か
らは⼤学院共通科⽬として単位科⽬化する準備を進めている。 
【プログラム評価】プログラム終了後には，受講⽣に対してアンケートやインタビューを⾏
い，プログラム評価を実施している。 
【修了者⽀援】プログラム終了後には，茶話会を開催し，参加者と教員，修了⽣の情報交換
を⾏っている。また，⼤学教員の職務を⾒学・体験し，多様性と職業特性について理解を深
めることを⽬的として，協定を結んだ近隣⼤学での「⼤学教員インターンシップ」を実施し
ている。 
【外部連携】⼤学教員として近隣⼤学に就職したプログラム修了⽣が⼤学教員インターンシ
ップの受け⼊れ先となり，ファシリテーターとして受講⽣⽀援を⾏うなど，好循環が⽣まれ
ている。 
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2.3.2.6. 北海道⼤学 

北海道⼤学では，⼤学院教育推進機構が⼤学院共通授業科⽬「⼤学教員養成講座（基礎編）」
「⼤学教員養成講座（発展編）」「⼤学院⽣のための⼤学教員養成講座（PFF）―⾼等教育に
おける実践的教授法―」（以下それぞれ基礎編，発展編，英語編）（2024 年度の英語編は休
⽌）を開講している。なお，英語編は基礎編・発展編をあわせた内容を英語で開講している
ものである。 
【開設理由】北海道⼤学では 1998 年 3 ⽉に全学教育 TA 研修会を始め，組織的・体系的な
TA の活⽤を推進してきた。2010 年度から 2019年度まで，海外の⼤学から講師を招いて集
中講義形式で PFF プログラムを⾏っていたが，新型コロナウイルス感染症の影響により
2020 年度以降は休⽌している（北海道⼤学⾼等教育推進機構，2012；北海道⼤学，2025）。
2022 年度から現在の基礎編・発展編・英語編が開講されている。開発にあたっては集中講
義形式で実施していた際の PFF プログラムを含め，プログラム担当者が受講してきたさま
ざまなプログラムが参考にされた。 
【受講者】本プログラムは⼤学院共通授業科⽬という位置付けのため，積極的な広報は⾏っ
ていない。本プログラムの対象は修⼠課程および博⼠後期課程であるが，実際の受講⽣はほ
とんどが修⼠課程の学⽣である。受講⽣の分野について，特徴的な傾向はない。保健科学院
修⼠課程では⼤学院共通授業科⽬などの専⾨以外の科⽬を履修する必要があるため，保健
科学院の学⽣が修了要件を満たすために本プログラムを受講することがあるという。 
【担当者】プログラムの運営は⼤学院教育推進機構の教員 3 名が担当している。 
【開講形式】基礎編・発展編・英語編いずれも 1 ターム（クォーター）・8 コマの構成で，
対⾯で実施される。本プログラムの特徴に，話し⽅の指導に⼒を⼊れていることがある。プ
レゼンテーションの講義と研究発表の実践を⾏っている。これらの活動で学んだことを踏ま
えて模擬授業に⽣かす。プログラム担当者はプレゼンテーションの研修を学内外で⾏ってい
るので，話し⽅の指導を本プログラムに取り⼊れている。受講⽣の中には⼤学教員を⽬指す
とは限らない学⽣もいる。そうした受講⽣にとっては模擬授業やプレゼンテーション指導な
ど実践的な内容の評価がよいとのことである。 
【模擬授業】模擬授業は，その様⼦を動画で撮影する。模擬授業を⾏った次の授業でその動
画を全員で視聴し，フィードバックをする。 
【単位・修了認定】基礎編・発展編・英語編いずれも 1単位が認定される。また，各科⽬の
修了を認定基準として，修了証を発⾏している。 
【プログラム評価】受講者が少ないなどの理由で，開講する曜⽇や時期を何度か変更してい
る。授業アンケートの結果は概ね良好である。 
【修了者⽀援】プログラム修了者が特定のオムニバス授業において授業を 1〜2コマ担当で
きる制度を計画している。 
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2.3.2.7. 熊本⼤学 

熊本⼤学では，半導体・デジタル研究教育機構が，プレ FDプログラム「教育改善スキル
修得 オンラインプログラム」を提供している。熊本⼤学では，「教授システム学に基づく⼤
学教員の教育実践⼒開発拠点」（平成 30 年度から令和 7 年度）の取組が⽂部科学省・教育
関係共同利⽤拠点として認定され，⼤学・短⼤など⾼等教育機関の教員だけでなく，教員を
⽬指す⼤学院⽣，ポスドク等の若⼿研究者も対象にコンテンツを提供してきた。 
熊本⼤学のプレ FDプログラムは，同機構教授システム学教育実践⼒開発拠点が教育関係
共同利⽤拠点として外部に提供していた FDプログラム「教育改善スキル修得オンラインプ
ログラム（科⽬デザイン編）」を再構成し，2023年度から開始した。 
【開設理由】プレ FDが努⼒義務化されたことを契機に，学内の FD委員会からの要請を受
け，2023年度からプレ FDプログラムを開始した。プログラムの設計にあたっては，チュー
ター制度や⼤学院⽣の教育⽀援の在り⽅について，アメリカの PFF プログラムを参考にし
ている。 
【受講者募集】学内の FD委員会を通じて教員向けにメールやチラシで告知している。単位
が付与されないことや就職活動への直接的なメリットが少ないことが受講者数の伸び悩み
の要因となっている。 
【担当者】プログラムの運営は，半導体・デジタル研究教育機構の教員 2名を中⼼に⾏って
いる。 
【開講形式】インストラクショナル・デザイン（ID）に基づいた授業設計やシラバス作成と
いった教育スキルの向上を⽬的とし，半期（約 4ヶ⽉）の期間で実施しており，受講者はオ
ンラインモジュールを通じて⾃⼰学習を進め，3 回の対⾯学習で理解を深める形式としてい
る。元となった FDプログラム「教育改善スキル修得オンラインプログラム（科⽬デザイン
編）」と⽐べ，⼒試しテストの合格要件を緩和しシラバス作成に重点を置くことにより，受
講者の学習負担を軽減している。学習の柔軟性を⾼めるため，オンライン学習の活⽤と対⾯
学習の開催時間を夜間に設定するなどの⼯夫が⾏われている。 
【模擬授業】模擬授業は実施していない。 
【単位・修了認定】プログラムは正規の授業科⽬としては開講されていないため，単位の付
与は⾏っていない。しかし，プログラムの完了を認定基準として，修了証とデジタルバッジ
を発⾏している。 
【プログラム評価】プログラム終了後には，受講⽣に事後アンケートを実施し，プログラム
評価を実施している。 
【修了者⽀援】修了者⽀援として，デジタルバッジを発⾏し，修了者が活⽤できるようにし
ている。また，シラバスの添削等や就職活動へのアドバイスを実施する予定である。アルム
ナイネットワークの形成についても今後の課題として認識している。 
【外部連携】他⼤学（2 ⼤学）では，2023年度よりプレ FDや教職員の FD活動として科⽬
デザイン編のサイトを学内の研究科⽣や教職員に提供し，無料版での学習を推奨している。
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また，⽴教⼤学にはプレ FDプログラムの提供を⾏っている。科⽬デザイン編のサイトを構
築し，⽴教⼤学の博⼠課程学⽣がプログラムを授業の⼀環として受講している。 
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2.3.2.8. 愛媛⼤学 

愛媛⼤学では，教育・学⽣⽀援機構教育企画室が，プレ FDプログラム「教授法⼊⾨―専
⾨分野の学識を教授するために」を提供している。 
【開設理由】第 4 期中期計画にプレ FDプログラムの設置が明記されており，それを受けて
2023年度に試⾏版が実施され，2024 年度から正式な授業科⽬として開講した。プログラム
設計にあたっては，愛媛⼤学で実施していた新任教員研修をベースに，⼤阪⼤学や名古屋⼤
学，京都⼤学のプレ FDプログラムを参考にしつつ，カリキュラムを構築した。 
【受講者募集】広報活動として学内ポータルサイトや掲⽰板で情報提供を⾏っている。単位
化とシラバスへの掲載により認知度が向上し，受講⽣数は 2023年度の 3 名から 2024 年度
には 10 名近くに増加した。⼤学院⽣だけでなく，PD や特任教員なども受講対象としてい
る。 
【担当者】プログラムの運営は，教育・学⽣⽀援機構教育企画室の教員 3 名を中⼼に⾏って
いる。 
【開講形式】プログラムは，オンデマンド教材と対⾯授業を組み合わせたハイブリッド形式
で提供されている。8 回の集中講義形式で，最終⽇には半⽇かけて対⾯で模擬授業を⾏う。
受講⽣は理⼯学系や農学系が多い。外国語対応も視野に⼊れている。オンデマンド教材の特
性上，受講⽣の進捗管理が課題となっているが，個別メンタリングを通じてシラバス作成や
模擬授業の準備を⽀援している。 
【模擬授業】模擬授業では，受講⽣が将来担当する可能性のある授業を想定して，各⾃の専
⾨分野に基づいた⼊⾨または専⾨基礎の内容で授業設計を⾏う。対⾯で 10分間の授業を⾏
い，受講⽣同⼠でルーブリックによる相互フィードバックを⾏いながら改善を図る。 
【単位・修了認定】⼀部研究科を除き，1単位科⽬として提供している。また，プログラム
の修了を認定基準として，修了証を発⾏している。 
【プログラム評価】プログラム終了後には，受講⽣に直後のアンケートと半年後のフォロー
アップ調査を⾏い，プログラム評価を実施している。 
【修了者⽀援】今後の展望として，GSI 制度との連携が計画されており，プレ FDプログラ
ムが GSI 資格要件を満たすための授業として扱われる予定である。また，修了⽣にはメン
ターとして模擬授業の補助などを依頼する予定である。 
【外部連携】四国地区では， SPODが，教職員向けの FDおよび SDを推進している。こ
のネットワークには四国地⽅のほぼ全ての⼤学および⾼専が参加している。愛媛⼤学のプレ
FDプログラムは，SPODに加盟する⼤学院⽣も受講可能としている。物理的な距離や交通
の便の問題から，実際に他⼤学の学⽣が受講する事例は少ないが，四国の⼤学間で設置され
ている連合農学研究科の学⽣が受講している例もある。 
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3. PFF 海外視察 

3.1. 海外有⼒校の視察調査-1（Stanford University，2025 年 1 ⽉ 14-17 ⽇） 

2025 年 1⽉ 14 ⽇から 17⽇にかけて，スタンフォード⼤学（Stanford University）を訪
問した。本訪問の⽬的は，同⼤学の TA トレーニング（⼤学院授業および教授法研修プログ
ラム）を視察すること，特に，科学技術分野（STEM分野）における TA トレーニングを調
査することであった。 

1⽉ 13⽇にサンフランシスコに到着し，1⽉ 14 ⽇から Center for Teaching and Learning 
(CTL)が主催する TAオープンハウスに参加した。このイベントでは，スタンフォード⼤学
の CTL スタッフから直接 TAサポートプログラムの概要説明と具体的な運⽤例について説
明を聞くことができた。午後には，CTL ディレクターである Cassandra Volpe Horii 教授と
の⾯談を⾏い，今年で 50 周年を迎える CTL の活動内容と主なプログラムについて説明を
受けた。 
訪問 2 ⽇⽬（1 ⽉ 15 ⽇）には，午前中に物理学の教授法セミナーPhysics 294 を⾒学し

た。この授業は，上級 TA である Felicia Tam⽒が担当し，受講⽣ 25名が学⼠課程におい
て物理学を指導するための技術と知識を⼩グループによる議論を通して学んでいた。午後は，
CTL と Engineering 312 の共同授業である科学技術分野のコース設計を⾒学した。この授
業は，Sheri Sheppard名誉教授（機械⼯学），Cassandra Volpe Horii 教授（CTL），Yunshu 
Fan⽒（CTL）の 3⽒が共同で担当していた。シラバス作成や教育評価設計に関するグルー
プ討議を通じて，STEM分野における教育⽅法を体験的に学ぶ授業であった。 
訪問 3⽇⽬（1⽉ 16 ⽇）には，昼⾷時に実施された教員交流会（Mixer: mixtape manifesto 

activity）に参加した。この交流会では，Milan Drake 講師（スタンフォード⼤学 d.school）
の進⾏のもと，異⽂化理解ならびに教育的⽬標に関する意⾒交換が⾏われた。また，スタン
フォード⼤学の職場⽂化についても議論し，教員間の相互⽀援の⽅法を共有する場となっ
た。 
訪問 4 ⽇⽬（1⽉ 17⽇）には，午前中に CTL の Kenji Ikemoto（池本健治）⽒から，ス

タンフォード⼤学における AI 技術活⽤のルールについて説明を受け，教育分野での AI 導
⼊の可能性について検討した。午後は Mechanical Engineering 492 の授業に参加し，博⼠
学⽣ 3 名による UDL（Universal Design for Learning）に関する講義や，⼩グループでの発
表指導の様⼦を観察した。この授業では，指導教官の監督のもとで，先輩 TA が，後輩 TA
に指導スキル，授業の進め⽅，問題解決⽅法について考えさせ，それを全体で共有するクラ
ス運営を⾒学することができた。 

今回の訪問では，スタンフォード⼤学の教育⽀援体制や TA トレーニングプログラムの具
体的な実践事例を学び，CITL におけるプログラムの強化や EMI（English-Medium 
Instruction）授業設計の改善に向けた新たな知⾒を得ることができた。また，AI 技術の教
育活⽤について，スタンフォード⼤学の事例を知る有益な機会となった。滞在中は，Gloriana 
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Trujillo⽒が授業⾒学，関係者とのインタビューを設定してくれた。 
今回の訪問では，スタンフォード⼤学の⾼度に体系化された教育システムと，実践を重視

した指導⽅法について理解することができた。この視察で得られた知⾒は，単なる情報収集
にとどまらず，CITL が提供する研修プログラムや教育⽀援の質向上に直結するものであり，
⼤変有意義であった。次のステップとして，今回得られた知⾒を，今後の CITL における研
修プログラムの改良に反映させる予定である。特に，授業設計における学⽣の主体性を⾼め
る⼿法や，UDL の理念を取り⼊れた授業運営の⽅法を具体化することが⽬標である。 

 

 

Stanford ⼤学 

 

TA Open House (2025.1.14) 

 

TA Open House (2025.1.14) 

 

Physics 294: Teaching of Physics Seminar, 
Instructor: Felicia Tam (2025.1.15) 
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CTL/Engineering 312: Science and 
Engineering Course Design, Instructors: 
Cassandra Volpe Horii, Sheri Sheppard, 
and Yunshu Fan (2025.1.15) 

 

Teaching Assistant Meeting, Braun 
(Geology) Corner (Building 320) 
(2025.1.17) 

 

Mechanical Engineering 492: Mechanical 
Engineering Teaching Assistance 
Training, (2025.1.17) 

 

Stanford CTL Meeting Room 
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3.2. 海外有⼒校の視察調査-2（Georgia Institute of Technology，2025 年 1 ⽉ 28-30 ⽇） 

2025 年 1 ⽉ 28 ⽇から 30 ⽇にかけて，ジョージア⼯科⼤学（Georgia Institute of 
Technology）の教授学習センター（CTL：Center for Teaching and Learning）と 21世紀⼤
学センター（Center for 21st Century Universities）を訪問し，TA トレーニングプログラム
の視察と TA 養成に関わる TF らへのインタビューも実施した。また，CTL 関係者と⼤学
教育における⽣成 AI の利⽤ルールについても意⾒交換を⾏った。本出張の⽬的は，同⼤学
の TA トレーニング（⼤学院授業および教授法研修プログラム）を視察すること，特に，
STEM分野における TA トレーニングを調査することであった。 

1⽉ 27⽇にアトランタに到着し，翌⽇ 1⽉ 28 ⽇から CTL の主要メンバーである Tammy 
M. McCoy 副センター⻑と David Lawrence センター⻑らと PFF に関する意⾒交換を⾏っ
た。ランチタイムは，博⼠学⽣を対象とした⼤学への就職⾯接の受け⽅・話し⽅（Academic 
Job Interview and Job Talk）を⾒学した。 
訪問 2 ⽇⽬（1 ⽉ 29 ⽇）には，⾼等教育における教授学習（Teaching and Learning in 

higher Education）の授業⾒学, 外国⼈留学⽣ TAマネージャー（Sarah Kegley⽒）ならび
に TA トレーニングを担当する TF らとの意⾒交換会，Laura Carruth 教育担当副学⻑と
CTL 教職員との昼⾷会，Steve Harmon 教授（21世紀⼤学センター）の案内で，オンライ
ン教育のためのコンテンツを制作するスタジオ，送信室，地球環境に配慮した持続可能な設
計を取り⼊れた Kendeda Building などを⾒学した。 
訪問 3⽇⽬（1⽉ 30 ⽇）には，午前中に Emily Weigel⽒による Teaching Capstone の授

業を⾒学した。この授業では，受講⼤学院⽣が実際のクラスを 2-3 コマ教えることを前提
に，レッスンプランを受講学⽣間で確認し，次回の授業改善に向けたヒントを得ていた。 

次に Laura Carruth副学⻑補佐と Vincent Spezzoオンライン教育専⾨家から⼤学教育に
おける⽣成 AI利⽤についてポリシーやセミナーの開催状況に関する説明を受けた。昼⾷時
は，Amanda Nolen⽒による学⽣の動機づけを⾼めるためのセミナーを⾒学した。その後，
今後の東京科学⼤学とジョージア⼯科⼤学の連携について話し合いを⾏って 3 ⽇間のプロ
グラムを終了した。 

今回の訪問では，ジョージア⼯科⼤学の⾼度に体系化された教育システムと，実践を重視
した指導⽅法について理解することができた。PFF 授業では教員が，学習者の積極的な授
業参加を促し，意⾒を取り⼊れながら，グループ討論や学習の振り返りなど多様な学習活動
を取り⼊れて講義を進めていった。どの授業も 45-50分と短く，受講者の予習を前提に効率
的で活発な議論中⼼の授業形態であった。また，多彩な TA トレーニングプログラムを⾒学
し，TA トレーニングを担当する TF らから直接，活動について意⾒を聞くことができた。 
この視察で得られた知⾒は，単なる情報収集にとどまらず，CITL が提供する研修プログ

ラムや教育⽀援の質向上に応⽤可能であり，海外の教育専⾨家とのネットワーク構築という
点でも⾮常に有意義な機会であった。特に，授業設計における学⽣の主体性を⾼める⼿法や，
UDL の理念を取り⼊れた授業運営の⽅法は本学の教育改善にも有効であると考えられる。 
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FFJSA Workshop | Academic Job 
Interview and Job Talk (2025.1.28) 

 

FFJSA Workshop | Academic Job 
Interview and Job Talk (2025.1.28) 

 

Studio at C21U (2025.1.29) 

 

Studio at C21U (2025.1.29) 

 

Tour of Georgia Tech and C21U 
(2025.1.29) 

 

View from the Rooftop of C21U 
(2025.1.29) 
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Teaching Capstone (2025.1.30) 

 

TAFF Workshop | Student Motivation for 
Learning (2025.1.30) 

 

TAFF Workshop | Student Motivation for 
Learning (2025.1.30) 

 

Meeting with Georgia Tech CTL Staff and 
Faculty (2025.1.30) 
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Institute of Technology 教授学習センター（CTL）では，Laura Carruth副学⻑補佐をはじ
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皆様に温かく迎えていただきました。また，TA に従事する⼤学院⽣へのインタビューをは
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タビューまとめを担当）
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加藤 由⾹⾥（かとう ゆかり） １章，3章
東京科学⼤学 教育⾰新センター 教授 専⾨：教育⼯学 
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• 三⼤学教育センター勉強会 加藤由⾹⾥・浅⼭拓哉・⾨松怜史・ 

⼭下幸彦・畠⼭久 
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